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出金残高の合計額は，2018 年 3 月末現在，333 兆円となっている。預金取扱金融機関国内
勘定貸出金残高合計額 606 兆円の 54.9％を占めている。預金取扱金融機関貸出残高の約半
分を地域金融機関が占めている。その内訳をみると，地域銀行の貸出残高は 251 兆円，構
成比率は 41.4％，協同組織金融機関の貸出残高は 82 兆円，構成比率は 13.5％となっている。







都市銀行   4
信託銀行 15





埼玉りそな銀行（注 3）   1
信用金庫 261
信用組合 148
















　第 2次安倍内閣は経済成長重視の方向性を強めた。2012 年 12 月 26 日に成立した第 2
次安倍内閣は，2013 年 1 月以降，デフレ脱却と成長率引上げのために「アベノミクス」
と呼ばれる経済政策を展開した。大胆な金融緩和，機動的な財政政策，民間投資を喚起す
る成長戦略を「3本の矢」と読んで，これを通じて成長を促進しようとした。2013 年 6 月
には成長戦略を具体化した「日本再興戦略」が具体化された（5）。この成長主義的政策は，





いた森信親氏が 2013 年 6 月に金融庁検査局長に就任すると，金融庁は事業性評価を重視






2008 年 3 月末 シエア 2018 年 3 月末 シェア
（億円） （％） （億円） （％）
大手銀行など（注 1） 2,184,905  42.5 2,402,651  39.6
地方銀行 1,476,307  28.7 1,986,165  32.8
第二地銀  426,733   8.3  522,959   8.6
信用金庫  635,501  12.4  709,314  11.7
信用組合   93,999   1.8  110,784   1.8
労働金庫  104,234   2.0  127,622   2.1
農協  215,986   4.2  205,040   3.4
合計（注 2） 5,137,665 100.0 6,064,535 100.0
（注 1）　都市銀行，信託銀行，その他の銀行の合計。
（注 2）　ゆうちょ銀行を含まず。
（出所）　「金融マップ 2019 年版「『金融ジャーナル』増刊号，2018 年 12 月，8－9ページ。
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るビジネスモデルをいかにして確立することができるかという点に重点をおいて，検証や
議論を行った（8）。












































































































の大まかな推移をみれば，金融機関の総融資量は 1980 年から 1990 年にかけて激増した後，
1990 年から 2000 年にかけて低迷し，2000 年から 2010 年にかけて減少し，2010 年代後半
に漸増している。
　2000 年以後の金融機関の業態別推移をみれば，1990 年から 2010 年にかけて地方銀行の
構成比率が上昇する一方で，都市銀行，信用組合の構成比率が低下している。2010 年代
には業態別構成比率に大きな変化はない。
　地域銀行の融資額は 2000 年には 185.1 兆円，2018 年に 253.4 兆円となっており，この
間に地方銀行の融資の増大を反映して増加しているといえる。
　協同組織の地域金融機関の融資額については，信用金庫の融資額が 1990 年から 2000 年，
2014 年から 2016 年にかけて増加し，信用組合の融資額が 1990 年から 2010 年にかけて減
―7―
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少している。協同組織の地域金融機関の融資額は 2000 年には 82.9 兆円，2018 年に 82.0
兆円となっており，この間，融資は低迷していたといえる。
　銀行の貸出について立ち入って考察してみよう。全国銀行協会の現在のホームページに
掲載されている「各種統計資料」の 1996 年以降の銀行の貸出残高の推移をみれば，第 4
表に示されているように，全国銀行の貸出残高は，1999 年末から 2004 年末にかけて減少
し，2005 年末以後後微増したものの，2009 年末から 2010 年末にかけて再び減少し，その
後増加傾向に転じているものの，その増加は緩やかである。全国銀行貸出金残高は 1996
年末には 486 兆円であったが，2018 年末には 498 兆円と同規模となっている。
第 3表　金融機関の融資量
 （単位：1000 億円，％）
1980 年 1990 年 2000 年 2010 年 2014 年 2016 年 2018 年
都　銀
772 2535 2422 2085 2343 2524 2511
35.1 41.5 39.1 36.8 37.9 37.7 36.1
長信銀
169 522 340 － － － －
7.7 8.6 5.5 － － － －
信託銀
209 626 465 379 415 468 504
9.5 10.2 7.5 6.7 6.7 7.0 7.2
その他銀行
－ － － 101 127 150 194
－ － － 1.8 2.1 2.2 2.8
地　銀
415 1132 1345 1550 1726 1858 2010
18.9 18.5 21.7 27.4 27.9 27.7 28.9
第二地銀
200 447 506 435 462 492 524
9.1 7.3 8.1 7.7 7.5 7.3 7.5
信　金
246 538 687 642 645 739 709
11.2 8.8 11.1 11.3 10.4 11.0 10.2
信　組
64 152 142 94 98 112 111
2.9 2.5 2.3 1.7 1.6 1.7 1.6
　労　金
18 31 74 112 119 124 127
0.8 0.5 1.2 2.0 1.9 1.8 1.8
農　協
103 124 216 227 214 207 205
4.7 2.0 3.5 4.0 3.5 3.1 2.9
ゆうちょ銀
2 6 10 40 31 25 61
0.1 0.1 0.2 0.7 0.5 0.4 0.9
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　上記統計から金融機関の業態別推移をみると，貸出金残高は 2001 年末には都市銀行が
1999 年末から 2010 年末にかけて減少傾向をたどった。その後，2011 年末から 2018 年末
にかけて増加傾向をたどった。だが 2013 年末や 2018 年末には 3％を超える対前年度増加
率がもられたものの，全体としてその増加は微増にとどまった。都市銀行の貸出金残高は
1996 年末には 217 兆円であったが，2018 年末には 198 兆円となっている。





年末～2005 年末，2009 年末～2010 年末には 2％未満にとどまっている。地方銀行の貸出





1996 年 1997 年 1998 年 1999 年 2000 年 2001 年 2002 年
全国銀行 486 491 487 467 463 447 431
都市銀行 217 221 221 215 215 207 213
地方銀行 138 140 140 137 137 136 135
第二地銀 54  54  54  52  49  45  44
2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年
全国銀行 412 402 407 414 415 434 425
都市銀行 199 188 188 190 186 196 187
地方銀行 135 137 140 143 147 154 154
第二地銀 42  40  41  42  43  44  44
2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 2016 年
全国銀行 416 422 429 443 454 467 478
都市銀行 178 178 178 185 187 190 190
地方銀行 156 160 165 171 177 184 191
第二地銀 44  44  45  46  47  49  50














　第二地方銀行の貸出残高は 1996 年末から 2002 年末にかけて減少傾向をたどり，その後
上昇傾向に転じている。もっとも，その対前年増加率は，地方銀行よりも低く，2003 年
末から 2012 年末にかけて，2005 年末～2006 年末を除いて 2％未満にとどまっていた。日
本銀行の「預金・現金・貸出金」によれば，第二地方銀行の貸出金残高の対前年比増減率
は，2000 年代前半にマイナスとなっていた（33）。第二地方銀行の貸出金残高は 1996 年末に
は 54 兆円であったが，2018 年末には 52 兆円となっている。
　第 4表により 1996 年度以降今日に至る銀行貸出の趨勢を見ると，地方銀行の貸出の増
加がみられる一方で，都市銀行の貸出が減少し，第二地方銀行の貸出が低迷し，全体とし
て貸出が低迷，地域銀行の貸出増加は緩やかな増加にとどまっていたといえる。
　預金と貸出金の差額である「預貸ギャップ」は，銀行 114 行において，2008 年 3 月期
に 148 兆 5010 億 1800 万円，2012 年 9 月期に 202 兆 9503 億 4600 万円と，この間に拡大し，
貸出金残高が預金残高を大幅に下回った。東京商工リサーチが銀行 114 行を対象に行った
「2012 年 9 月期単独決算ベースの預貸率」調査では，9月期単独決算の預貸率は 68.3％と
なっている（34）。
　信用金庫および信用組合については，2003 年 3 月期から 2014 年 3 月期をみても貸出金
残高が低迷している。またこの間に預貸率が低下している（35）。
　金融機関の借入主体別貸出の対前年比を見ると，中小企業向け貸出は 2001 年度上期か
ら2012 年度下期にかけて，2005 年下年度～2006 年度下期を除いてマイナスとなっていた（36）。














2019 年 4 月版によれば，長期的にみれば（2006 年度以降），金融機関の当期純利益は高い
水準を維持していたが，預貸利鞘の縮小・国内資金利益の減少トレンドが継続しているこ
―10―









行 114 行『2016 年 3 月期決算　総資金利ざや』2016 年 9 月 12 日公開」）によれば，総資
金利ざやの中央値は，調査を開始した 2009 年は 0.29％であったが，その後は低下傾向を
たどり，2015 年には 0.17％にまで低下し，この低水準が 2016 年も続いていた。12 行は逆
鞘となっていた。「総資金利ざや」とは，貸出や有価証券で稼ぐ資金運用利回りから資金
調達利回りを差し引いた数値である。全国銀行の総資金利鞘は 2017 年度に 0.1％を割り込


















　日本銀行『金融システムレポート』2014 年 4 月版によれば，1982 年度から 2012 年度に
かけて，地域銀行や信用金庫の貸出利鞘は減少傾向をたどっている（20 ページ）。また，
金融庁［2016c］によれば，地域銀行の貸出利鞘（貸出金利回り〔利子率〕－資金調達利回
り〔利子率〕）は，2007 年度から 2015 年度にかけて減少傾向をたどっている。地域銀行
の 2016 年 3 月期決算を見ると，資金利益は，国内の金利水準の低下を受けた貸出利鞘の
減少が貸出残高の単純な増加では補えないことを主因に低迷している（41）。地域銀行の顧
客向けサービス業務（貸出・手数料ビジネス）の利益率は，2015 年 3 月期において 4割





















悪化やデフレに直面して，従来行われなかった規模での金融緩和政策が，1999 年 2 月の
ゼロ金利政策の導入以降，非伝統的金融政策として行なわれるようになった。日本銀行は，
「ゼロ金利」，「量的金融緩和」，「包括的金融緩和」，「量的・質的金融緩和」などの超金融











































た。1980 年代後半（1986 年 12 月）に生じたバブル経済は 1991 年 2 月に崩壊し，日本経
済は，今日まで続く経済停滞期，低成長期に突入した。名目成長率は，1980 年代にはお




　バブル経済崩壊後に訪れた 1990 年代，2000 年代初頭の不況期は「平成不況」期，ある
いは「失われた 10 年」と呼ばれている。内閣府景気基準日付によれば，この不況は 3つ
の時期に分けられている。すなわち，第 1次平成不況（1991 年 3 月～1993 年 10 月），第





　2000 年代に入っても経済の低迷が続き，「失われた 20 年」という言葉も用いられている。
―13―
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　2012 年 4 月～2012 年 11 月も不況期となっている。
　2002 年 2 月～2008 年 2 月には「いざなみ景気」がみられた。2012 年 12 月以降にも景
気拡大が見られ，これは 2019 年 1 月に至っても続いている。だが，その年平均成長率は
低く，それは前者については 1.6％，2012 年 12 月～2019 年 1 月については 1.2％に過ぎな
かった（57）。内閣府は 2019 年 3 月分の景気動向指数の基調判断を同年 1～2月分の「下方
への局面変化」から「悪化」に引き下げた（「景気『悪化』に引き下げ」『朝日新聞』2019






間企業向け貸出金残高は 1990 年代後半に減少傾向をたどり，2000 年代に入って横這いで



































が進んだ 1980 年代後半から急増した。平成不況期にはやや減退傾向を示したが，1980 年















1989 年度以降低下し，2012 年度以降やや上昇）や廃業率の上昇（廃業率は 1990 年代後半










































































































































































































































































































































































































































四銀行は，1992 年 2 月に本店と本店営業部の組織を一部改革し，営業推進部にあった融
資審査と債権管理を担当している融資管理室を分離し，審査部として復活させ，営業推進
と審査を分けることで，審査機能の強化を図った。同年 6月には営業関連部門を統括して
いた営業本部を廃止し，審査部門の独立性が強化された。その後，1996 年 6 月の組織改
革で，営業企画部の融資関連業務を審査部に移す一方で，従来の審査業務は新設の融資管
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普及するようになった。さらに，多数の個別的機械の協業体制である PCS（PunchCard
System）（情報をカードに穿孔の形で記憶させてから処理）も開発・導入された。日本の





を利用した第 2世代に移行し，1965 年から IC（集積回路）を利用した第 3世代に入り，









第 1次オンライン化（1960 年代後半～70 年代前半，業務・科目ごとの処理，本店と支店

































































































ング融資が 1998 年以降行われるようになった。2004 年 9 月末に地域金融機関 602 行のう





































































































の常勤職員数の推移を追うと，1995 年 3 月の 16 万人をピークに減少傾向をたどり，2005












生命保険の窓口販売が，銀行の営業担当者の働き方を大きく変えた（211）。1998 年 12 月に
投資信託の銀行窓販が解禁され，これに続いて保険の銀行窓販が 2001 年 4 月に一部解禁


































































「地域金融機関による事業性評価について」2014 年 10 月。
（10）金融庁作成「地域金融機関による担保・保証に依存しない融資による成長資金の供給」
（未来投資会議　構造改革徹底推進会合　「ローカルアベノミクスの深化」会合（中小
企業・観光・スポーツ・文化等）第 1回配布資料）2016 年 11 月、7ページ。
（11）日本銀行金融機構局［2015］4 ページ。我が国の総人口は、2017 年 10 月 1 日現在、
1億 2671 万人となっている。65 歳以上人口は、3515 万人となり、総人口に占める割合
（高齢化率）は 27.7％となっている。一方、15～64 歳人口は、1995 年の 8716 万人をピー
クに減少に転じ、2013 年には 7901 万人と 8000 万人を下回り、2018 年 10 月には 7596
万人（60.0％）となっている。15 歳未満人口は 2018 年 10 月 1 日現在、1559 万人（12.3％）
となっている（内閣府編『高齢社会白書』平成 30 年版、2018 年、2ページ）。年間の出
生数は、第 1次ベビーブーム期（1947～49 年）には約 270 万人となっていたが、2016
年の出生数は 100 万人を割った（内閣府編『少子化社会対策白書』平成 30 年版、2018 年、
5ページ）。
（12）我が国の総人口は、長期の人口減少過程に入っており、2029 年に人口 1億 2000 万
人を下回った後も減少を続け、2053 年には 1億人を割り、2065 年には 9000 万人を割り
込み、8808 万人になると推計されている。総人口が減少する中で 65 歳以上の者が増加
することにより高齢化率は上昇を続け、2036 年には 33.3％となり、3人に 1人が高齢者
となり，高齢化率はその後も上昇を続け、2065 年には 38.4％に達し、国民の約 2.6 人の
1人が 65 歳以上の者となる社会が到来すると推計されている。総人口に占める 75 歳以





















































（36）日本銀行『金融システムレポート』2008 年 3 月号、14 ページ、2018 年 10 月号、16
ページ。
（37）山本健三「異次元緩和に出口は来るか」『金融ジャーナル』2019 年 1 月号、8ページ。
（38）菅谷幸一［2017］第 2回、1－3ページ。2008 年 9 月期の銀行決算では地域銀行の約
3分の 1が赤字という深刻な状況になっていた（数阪孝志「地域銀行の決算と地域密着
型金融」『地銀協月報』2009 年 3 月、2－6ページ）。2015 年度の大手行、地域銀行、信
用金庫の決算をみると、いずれの業態ともコア業務純益が前年度と比べて減益となって
いた（日本銀行金融機構局『2015 年度の銀行・信用金庫決算』（『金融システムレポー




いた（「沈む地銀」『朝日新聞』2019 年 5 月 20 日付）。






（43）68 行あった相互銀行のうち 52 銀行が 1989 年 2 月 1 日に普通銀行に転換し、その後、
合併した 1行を除き、1990 年までに、全行が転換し、第二地方銀行として出発した。
合併や経営難のために第二地銀は 2019 年 1 月までに 40 行にまで減った（『ニッキン』




葉商大論叢』第 53 巻第 1号、2015 年 9 月、20 ページ、齊藤壽彦「日本銀行のマイナス
金利政策とその影響――副作用を中心として――」『千葉商大論叢』第 54 巻第 1号、
2016 年 9 月、1－26 ページ、等を参照。
（47）齊藤壽彦「マイナス金利政策と金利リスク」『ARIMASS 研究年報』第 15 号、2017
年 10 月、2－13 ページ。「マイナス金利、地銀に打撃　7割が減益」『日本経済新聞』
2017 年 2 月 14 日付。
（48）「銀行、リスク運用に走る」『日本経済新聞』2019 年 5 月 26 日付。
（49）黒田耕平「『地域銀行有価証券運用モニタリング中間とりまとめ』について」『金融






千葉商大論叢　第 57 巻　第 1号（2019 年 7 月）
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（50）2004 年以降の役務取引等利益の推移をみると、都市銀行は 2004 年以降からフィー
ビジネスに積極的であったが、地方銀行および第二地方銀行も、預かり資産や法人役務
の推進といった手数料収入への依存が若干増大している。役務取引等利益は 2004 年を









（57）2019 年 1 月の政府の月例経済報告。「景気拡大『戦後最長の可能性大』」『朝日新聞』









［2016］4 ページ）。1995 年 5 月 17 日に日本経営者団体連盟（2002 年 5 月に経済団体
連合会に統合）が雇用の流動化を推進する報告書「新時代の『日本的経営』―挑戦すべ























111 号、2018 年 12 月、157 ページ。
（63）通商産業省通商産業政策史編纂委員会編『通商産業政策史　第 12 巻――第Ⅳ期　多
様化時代（1）――』通商産業調査会、1993 年、274－277 ページ。
（64）大林弘道「中小企業憲章と『もう一つの成長戦略』」『政経研究』第 102 号、2014 年
6 月、38 ページ。
（65）三和元「日本企業の海外直接投資の歴史と問題点」『岐阜経済大学論集』第 51 巻第
3号、2018 年 3 月、21－23 ページ。
（66）齊藤壽彦［2015a］44 ページ。大林弘道、前掲論文（注 64）38－40 ページ。渡辺幸
男他編『21 世紀中小企業論』新版、有斐閣、2006 年、149－156 ページ。齊藤正「グロー
バル資本主義の行方と協働組合」『政経研究』第 112 号、2019 年 6 月、11－12 ページ。
『中小企業白書』2017 年版、27－28 ページ。労働政策研究・研修機構「早わかり　グ
ラフでみる長期労働統計」。黒瀬直宏「モノづくり中小企業に期待する」（千葉商科大学
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年 7 月、41－46、63 ページ。日本不動産研究所「市街地価格指数」。土地価格が上昇し
続けるという「土地神話」を支えた経済・社会環境の変化については植村修一・佐藤嘉
子「最近の地価形成の特徴」『日本銀行調査月報』2000 年 10 月号、167－172 ページを
参照されたい。
（86）大石夏樹「我が国における地価の現状と今後の動向―地価二極化の影響と先行きの










































（113）『近代セールス』2016 年 12 月 15 日号、9－10 ページ。中小企業とのリレーションシッ
プを重視している地域金融機関の中でも特に信用金庫が信用保証を利用していた（尾島
雅夫「リレーションシップは信用保証利用に影響を及ぼすか」『生活経済学研究』第 47













ループ（第 12 回）配布資料、2018 年 7 月 9 日。中小企業庁「信用補完制度の見直しに
ついて」2018 年 7 月（中小企業政策審議会金融ワーキンググループ（（第 12 回））配布
資料）16 ページ。近藤隆則［2015］第 4章、近藤隆則［2018］第 4章。
（118）齊藤壽彦［2016a］38 ページ。近藤万峰「リーマン・ショック後における地域銀行












（123）家森信善「育てる金融に信用保証を活用」『金融ジャーナル』2018 年 4 月号、74
ページ。
（124）全国信用協同組合連合会『信用組合六十年史』2015 年、154 ページ。
（125）「経営者保証の現代的課題（下）」『銀行法務 21』2019 年 5 月号、29 ページ。
（126）「経営者保証の現代的課題（上）」『銀行法務 21』2019 年 4 月号、13 ページ。
（127）『銀行法務 21』2019 年 4 月号、13－14 ページ。『銀行法務 21』2019 年 5 月号、28
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ニュース』2015 年 12 月 22 日付。「山口ＦＧ、審査部を廃止」『日本経済新聞』電子版、
2016 年 1 月 4 日付。『山口フィナンシャルグループデイスクロージャー2017 資料編』平
成 28 年 3 月期、18 ページ、平成 29 年 3 月期、18、79 ページ。山口フィナンシャルグルー
プ、山口銀行、もみじ銀行、北九州銀行「山口フィナンシャルグループ、山口銀行、も






融資審査の現状と問題点」『金融ジャーナル』1995 年 3 月号、17、21 ページ。齋藤壽彦
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ついて」と題する 2019 年 5 月 19 日の社会経済史学会大会報告の中で言及されている。
三澤圭輔「明治・大正期における地方銀行の与信判断について―製糸資金貸出計画書に
みる第十九銀行の事例」『法と経営研究』第 2号、2019 年 1 月、77－80 ページも参照さ
れたい。
（184）齊藤壽彦［1995］55 ページ等を参照。我が国では 1990 年代以後に「信用リスク管理」
業務が独立した業務として意識されるようになった。その転機となったのは、ひとつに






























計量化」（2013 年 12 月金融高度化セミナー報告、日本銀行金融機構局金融高度化セン













銀行スコアリング融資の反省点」東京商工リサーチ時局レポート、2008 年 5 月 23 日。
樋口晴彦「新銀行東京の経営悪化事案に関する事例分析」『CUCPolicyStudies








































市川正樹［2013］「1998 年を節目とした日本経済の変貌～『失われた 20 年』以外の成長





第 64 巻第 10 号、10 月。
内田浩史・宮川大介・植杉威一郎・小野有人・細野薫［2015］「担保価値と資金制約――




















ほ総研論集』2006 年 1 号、1月。
小野兵太郎［2016］『不動産担保実務』金融財政事情研究会。
―48―
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工業研究』第 133 号、10 月。
齊藤壽彦［2018］「地域金融機関の事業性評価融資（Ⅰ）――事業性評価の仕組と評価視
点――」『千葉商大論叢』第 56 巻第 2号、11 月。
齊藤壽彦［2019］「地域金融機関の事業性評価融資（Ⅱ）――事業性評価融資推進方策――」




融入門」に掲載、第 1回（1月 16 日）、第 2回（Ⅰ月 23 日）、第 3回（Ⅰ月 30 日）、第
4回（2月 6日）、第 5回（2月 13 日）、第 6回（2月 20 日）、第 7回（2月 27 日）、第 8
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橋本卓典［2018a］『金融排除　地銀・信金信組が口を閉ざす不都合な真実』幻冬舎。
橋本卓典［2018b］「二極化する地域金融 ,その未来　『課題解決型銀行』と『金融排除型












総研論集』2005 年 1 号、4月。
村本孜［2017］「レイジー・バンク（Lazybank）の超克―信用調査マニュアルと事業性

























































































































利法人制度の現状と課題」『非営利法人研究学会誌』第 16 巻，2014 年 8 月，24 ページ）と述べられる。
（3） 吉田正人「社会福祉法人会計システムの一元化からみた非営利法人会計の展望」『実践経営』第 50 号，2013 年，
148－151 ページ。
―54―




































































ら支出を控除した額を事業活動収支差額とする（会計基準省令第 16 条第 1項）。施設整備
等は，固定資産の取得に係る収入，施設整備等補助金収入，施設整備等寄附金収入，設備
資金借入金収入，設備資金借入金元金償還支出その他施設整備等に係る収入・支出を記載
し，施設整備等資金収支差額として記載する（会計基準省令第 16 条第 2項）。その他の活
動は，長期運営資金の借入れおよび返済，積立資産の積立ておよび取崩し，投資有価証券
の購入および売却等資金の運用に係る収入・支出等を記載し，その他の活動資金収支差額




（7） 詳しくは，吉田正人「社会福祉法人新会計基準の特性と今後の方向性」『千葉商大論叢』第 49 巻第 2号，
2012 年 3 月，166－171 ページを参照されたい。
―56―
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同様，事業活動計算書もその計算をするにあたって，事業区分，拠点区分またはサービス
区分ごとに，複数の区分ごとに共通する収益・費用を合理的な基準に基づき配分する（会











































































































































2項，第 22 条第 4項）。当期活動増減差額は，経常増減差額に特別増減差額を加減した額
であり，繰越活動増減差額の部は，前期繰越活動増減差額，基本金取崩額，その他の積立
金積立額およびその他の積立金取崩額を記載し，当期活動増減差額にこれらの額を加減し















































































第 19 巻，2017 年 7 月，3－5ページ。
―60―




















借方科目 金　額 貸方科目 金　額
（1）a 支 払 資 金 1,000,000 施設整備等補助金収入 1,000,000
（1）b 現 金 預 金 1,000,000 施設整備等補助金収益 1,000,000
（2）a 給 食 費 支 出 50,000 支 払 資 金 50,000
（2）b 給 食 費 50,000 現 金 預 金 50,000
（3）a 車両運搬具取得支出 5,000,000 支 払 資 金 5,000,000
（3）b 車 両 運 搬 具 5,000,000 現 金 預 金 5,000,000
（4）a 支 払 資 金 1,000,000 設備資金借入金収入 1,000,000
（4）b 現 金 預 金 1,000,000 設 備 資 金 借 入 金 1,000,000
（5）a 仕 訳 な し
（5）b 徴収不能引当金繰入 50,000 徴 収 不 能 引 当 金 50,000
（6）a 仕 訳 な し
（6）b 減 価 償 却 費 200,000 建物減価償却累計額 200,000
（7）a 仕 訳 な し
























































































境整備に言及して―」『千葉商大論叢』第 55 巻第 1号，2017 年 9 月，205 ページ。
―64―
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　図表 2 の左から 1 列目の上段 2 段に表記されている手法が管理会計における戦略管理会
計手法であり下段 2 段が意思決定会計手法，2・3 列目の手法・システムが業績管理会計
にあたる。ちなみに環境コストマトリックスとは，環境予算に関する手法である。つまり
企業は長期継続的に環境負荷と経済・環境コストの低減を図ろうとすれば，左から 1 列目


























































































































（9） こうした動向の中心は，ManagementAccountingResearch 誌の 2013 年における環境マネジメント・コン


































組織の CSR への取り組みによる 4 つの発展段階モデル（①経済的圧力によるもの，②通
常の経営活動の継続に向ける PR，③企業構成員に対するより倫理的・社会的・環境的な











































ない CSR 活動は長期的な企業経営にとって有効ではないと主張する。従来の CSR 活動は
企業と社会の関係悪化から生じる「緊張の緩和」を主な目的としていた。それは一連の公
―76―










3-3-2　Porter and Kramer （2006）













3-3-3　Porter and Kramer （2011）
　これまでの 2 本の業績をふまえてポーターとクラマーは，この論文で初めて CSV を定
義している。CSV とは，「企業が事業を営む地域社会の経済条件や社会状況を改善しなが
ら，みずからの競争力を高める方針とその実行」である（編集部編2011：11 頁）。
















　これまで見てきたように，CSV は CSR 実践の反省をふまえて台頭してきた歴史がある。





































































































の顧客の誘致の結果，1999 年当時会員数は約 6 万人に達し，寄せられる発言数は 1ヶ月で
約 1 万件にも上った。同社は「フォーラム」の会員に直接会って意見を交換する場を設け


































































































































（14） 先ほど 3-4 で述べた P ＆ G 社のタイド・コールドウォーターの開発事例（明神2009）がこれにあたる。
―82―
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2 　平成 10 年・11 年告示学習指導要領
　ガイダンスという言葉が，学習指導要領改訂のキーワードのひとつとして登場したの
は，平成 9 年 11 月に教育課程審議会が公表した「教育課程の基準の改善の基本方向につ
いて（中間まとめ）」からである。そこでは，「Ⅰ　教育課程の基準の改善の基本的考え方」






















































































　高橋（1999）は，「ガイダンス」の重視の背景・経緯を，第 15 期中央教育審議会の第 1
次答申（平成 8 年 8 月），教育課程審議会答申「教育課程の基準の改善について」（平成



















3 　平成 20 年・21 年告示学習指導要領

















































































　小学校・中学校学習指導要領　総則では，「第 3 章　教育課程の編成及び実施」「第 4 節　
児童（生徒）の発達の支援」「1　児童（生徒）の発達を支える指導の充実」「（1）　学級経
営，児童（生徒）の発達の支援」（第 1 章第 4 の 1 の（1））の（1）において，高等学校学
習指導要領総則では，「第 6 章　生徒の発達の支援」「第 1 節　生徒の発達を支える指導の




























4 章　指導計画の作成と内容の取扱い」「第 2 節　内容の取扱いについての配慮事項」の
―94―









































































　ガイダンスとカウンセリングの充実は，学習指導要領第 1 章総則の第 4 の 1 の（1）（中
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2 　アメリカにおける生徒指導・教育相談（スクールカウンセリング）の状況
　高橋（1999）は，現在のアメリカにおいては，ロサンゼルスなど主として西海岸で
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負担が小さくなる譲渡所得（所法 33）に該当するかは納税者の関心が高い論点の 1 つで
ある（このことは，後記Ⅲ 2 における大久保議員の「ビットコインに関する再質問主意書」
にも表れている）。国税庁は，平成 29 年 12 月に個人課税課情報第 4 号「仮想通貨に関す
る所得の計算方法等について（情報）」（以下「国税庁情報 4 号」という）において，暗号
資産の課税上の取扱いを公表し（2），その後も，平成 30 年 11 月に個人課税課情報第 8 号外
5 課共同の別添として「仮想通貨に関する税務上の取扱いについて（FAQ）」（以下，国税










（1） 暗号資産の定義について，平成 31 年度税制改正で資金決済法にリンクする規定が所得税法にも導入された





益に対する課税問題も視野に入れて―」税務事例 50 巻 10 号 13～14 頁以下参照。仮想通貨ではなく暗号資
産という表現を使用することに関する国内外の動きについて，川端一摩「仮想通貨は「通貨」なのか―「支
払手段」としての仮想通貨について―」調査と情報 1044 号 6 頁以下参照。
（2） 情報 4 号よりも前に公表されたタックスアンサーNo.1524 も参照。
〔論　説〕
―109―











































1　平成 26 年 2月における大久保勉議員による「ビットコインに関する質問主意書」及
びこれに対する回答等
　大久保勉議員は，「ビットコインに関する質問主意書」（平成 26 年 2 月 25 日）により，
「ビットコインによる取引には課税されるか」との質問を行った。これに対して，内閣総
理大臣名による答弁書（平成 26 年 3 月 7 日）では，次のとおり回答があった。
「個別具体的な課税関係については，個々の事実関係に基づき判断すべき事柄であり，
また，お尋ねの『ビットコインによる取引』の内容が明らかでないことから，一概に
お答えすることは困難であるが，一般論としては，所得税法（昭和 40 年法律第 33 号），





















め，所得税法 33 条 1 項の「資産の譲渡による所得」に該当しないと解する。この説によ
れば，暗号資産の譲渡による所得が譲渡所得に該当する余地はなくなるであろう。
（4） 譲渡所得の基因となる資産という語は，所得税法 38 条 2 項や 59 条などで使用されている。
（5） 最高裁昭和 43 年 10 月 31 日第一小法廷判決（集民 92 号 797 頁）など参照。
（6） 金銭の定義を巡る問題については，古市峰子「現金，金銭に関する法的一考察」金融研究 14 巻 4 号 101 頁
以下など参照。
（7） 最高裁昭和 29 年 11 月 5 日第二小法廷判決（刑集 8 巻 11 号 1675 頁），最高裁昭和 39 年 1 月 24 日第二小法
廷判決（集民 71 号 331 頁）。
（8） 参考として，佐藤英明『スタンダード所得税法〔第 2 版補正版〕』87～88 頁（弘文堂 2018），浅妻章如「価
値尺度と租税法」林康史編『貨幣と通貨の法文化』80 頁以下（国際書院 2016），柳澤賢仁＝酒井克彦「特別














利益が所得税法（昭和 40 年法律第 33 号）第 33 条第 1 項に規定する所得に該当する
場合には，譲渡所得となり，また，法人が得た経済的利益の額は，当該法人の各事業
年度の所得の金額の計算上当該事業年度の益金の額に算入される。」
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得が譲渡所得に該当する余地があることを認めるか，少なくとも譲渡所得に該当する可能
性を頭から否定することはしないものであったといえる。
2　平成 30 年 3月の財政金融委員会における藤巻健史議員の質問及びこれに対する答弁
　暗号資産の譲渡により生じた損益は原則として雑所得に区分されるという国税庁の見解




































3　平成 31 年 3月の財政金融委員会における藤巻健史議員の質問及びこれに対する答弁
（1）平成 31 年 3月 14 日の財政金融委員会






















































































































































































































































































































ればならないことがある。平成 31 年 3 月 14 日の財政金融委員会における並木稔氏の上記
答弁は，暗号資産の譲渡による所得は，一般論として，譲渡所得に該当しないとするもの
であり，場合によっては譲渡所得に該当することもありうることを言外に示しているとい
う見方が成り立つことである。そして，その後の財政金融委員会（平成 31 年 3 月 20 日，
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2　金子宏著『租税法』と国税庁の見解



































（13） 金子宏『租税法〔第 23 版〕』261 頁（弘文堂 2019）。
















　所得税法 33 条 1 項は，譲渡所得とは，資産の譲渡による所得をいうとし，同条 2 項 1
号は，「たな卸資産（これに準ずる資産として政令で定めるものを含む。）の譲渡その他営
利を目的として継続的に行なわれる資産の譲渡による所得」は，「譲渡所得に含まれない
ものとする」と規定する。同号は，同法 33 条 1 項の「資産」が「たな卸資産（これに準
ずる資産として政令で定めるものを含む。）」を包含する広い概念であることを前提として














れる（高橋祐介「技術革新による税務行政の課題」租税 46 号 66 頁）。
（16） 上記通達の合理性に疑問を提起する裁判例として，名古屋地裁平成 17 年 7 月 27 日判決（判タ 1204 号 136 頁）




581 号 3 頁以下参照。
（18） 佐藤・前掲注（8）91 頁参照。
―124―
































（19） 参考として，増井良啓「債務免除益をめぐる所得税法上のいくつかの解釈問題（上）」ジュリ 1315 号 196 頁，
藤岡祐治「為替差損益に対する課税：貨幣価値の変動と租税法（1）」国家 130 巻 9=10 号 779～778 頁参照。
通常，所得は，その国の法定通貨で計算され，申告される。SeeNickPantaleo&J.ScottWilkie,General 


























（21） 佐藤・前掲注（8）88 頁，国税不服審判所平 28 年 6 月 2 日裁決（裁決事例集 103 号 89 頁）参照。外貨預金
の為替差益は雑所得に当たると説明するものとして，税制調査会「金融所得課税の一体化についての基本的
考え方」（平成 16 年 6 月 15 日）の二の 1（3）参照。
（22） 金子・前掲注（13）266 頁，岡村忠生『所得税法講義』216 頁（成文堂 2007）参照。
（23） 宿輪純一『通貨経済学入門〔第 2 版〕』64 頁（日本経済新聞出版社 2015）参照。See alsoMIndy herzFeld ＆ 
rIchArd l. doernberg, InternAtIonAl tAxAtIon In A nutshell409（11thed.2018）.第 3 版の邦訳として，リ
チャード・Ｌ・ドーンバーグ〔川端康之監訳〕『アメリカ国際租税法〔第 3 版〕』（清文社 2001）がある。論
理展開の参考として，岩﨑政明『ハイポセティカル・スタディ租税法〔第 2 版〕』144 頁（弘文堂 2007）参照。




（25） 金子・前掲注（13）262 頁。同書 302 頁では，先物為替予約の付されたインパクトローンの返済に伴って生
じた為替差益が雑所得であることを前提とする松山地裁平成 7 年 2 月 24 日判決（訟月 42 巻 10 号 2533 頁）
を参照して，雑所得に該当する所得として為替差損益を挙げた上で，同判決に対して「解釈上は譲渡所得に
含めることも可能である」という見解が示されている。このほかにも，吉村典久「通貨と租税」金子宏監修『現





























（26） SeeStanleyS.Surrey,Definitional Problems in Capital Gains Taxation,69hArv. l. rev.985,989（1956）;
dAnIelL.sIMMons et Al, FederAl IncoMe tAxAtIon832（7thed.2017）.
（27） See e.g.,Joseph bAnkMAn et Al., FederAl IncoMe tAxAtIon653（18thed.2018）;Latterav.CIR,437F.3d
399,404（3dCir.2006）.
（28） 参考として，藤岡祐治「為替差損益に対する課税：貨幣価値の変動と租税法（4）」国家 131 巻 7=8 号 716～
708 頁は，為替レートが両国の（期待）インフレ率によって決まることを前提とした興味深い研究をなされ
ている。経済学の知見に基づく研究として，同「為替差損益に対する課税：貨幣価値の変動と租税法（6・完）」
国家 132 巻 1=2 号 170～133 頁参照。
（29） この辺りの議論について，差し当たり，SeepAul r. krugMAn et. Al, InternAtIonAl econoMIcs: theory And 
polIcy, globAl edItIonChap.14-17（11thed.2017）. なお，為替差損益の課税関係に関する文脈において，
購買力平価説等の理論が現実をうまく説明できない場合があることを指摘するものとして，SeeDonaldR.
Ravenscroft,Taxation of Income Arising from Changes in Value of Foreign Currency,82hArv. l. rev.772,
783（1969）.
（30） 藤岡・前掲注（19）778 頁。ただし，外貨が所得税法 36 条 1 項の金銭に該当するかという点については議論
がある。否定説として，吉村・前掲注（25）318 頁参照。また，所得税法 57 条の 3 の位置付け等に関する議
論について，山本直毅「所得税法 57 条の 3 第 1 項に該当する外貨預金口座の払出しにより生じた為替差損







































（31） stAFF oF the JoInt coMM. on tAxAtIon, generAl explAnAtIon oF the tAx reForM Act oF 1986,1087-1088
（H.R.3838,99thCongress,PublicLaw99-514）.
―128―
































協会「仮想通貨取引についての現状報告」（平成 30 年 4 月）参照。当該報告について，金融庁 HP（https://
www.fsa.go.jp/news/30/singi/20180410-3.pdf［最終確認日：令和元年 5 月 16 日］）参照。
（33） 金子邦彦『現代貨幣論』23 頁以下及び 131 頁以下（晃洋書房 2018），森田宏樹「仮想通貨の私法上の性質に
ついて」金法 2095 号 21 頁以下，本多正樹「仮想通貨の民事法上の位置付けに関する一考察（2・完）」民商
154 巻 6 号 1209 頁 以 下， 川 端・ 前 掲 注（1）5 頁 以 下 も 参 照。SeealsoCarsonW.King,When Virtual 
Reality Becomes Real: Taxation of CryptoCurrencies,at22,available at https://www.jmls.edu/academics/
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2 項各号に規定する資産に該当しない暗号資産を観念することはできるし，暗号資産を
金銭債権と解することは難しいため，暗号資産はこの通達にいう「一切の資産」に含ま































リケーション―」AccordTaxReview9 ＝ 10 号 48 頁以下参照。























　本研究は JSPS 科研費 19K13498 の助成を受けたものである。




ようである。See DavidD.Stewart, IRS Preps Bitcoin Investigators as Treatment Questions Remain,144
TAx notes1538,1539（2014）.
（40）SeecoMM. on the budget house oF representAtIves, revenue reconcIlIAtIon Act oF 1997,525-526（H.R.
Rep.No.105-148,105thCong.1stSess.（1997））;stAFF oF the JoInt coMM. on tAxAtIon, generAl explAnAtIon 
oF tAx legIslAtIon enActed In1997,300-301（1997）.
―132―



























　2017 年 1 月に米国が離脱したものの，環太平洋パートナーシップ協定（TPP：Trans
PacificPartnership）は，参加国 11 カ国を以て（1），同年 11 月の再合意，翌年 3 月の署名
を経て，その同年 12 月にはその発効に至った。TPP 発効により，その域内の工業製品や
農産品の関税は段階的に引下げられ，投資や知的財産権保護等の高水準のルールが定めら








トナムの 2017 年の一人当たり実質 GDP はわずか 1835 ドルに過ぎず，域内国で最も高い
オーストラリアの 55926 ドルの 3％程度あるのみならず，2 番目に低い 6173 ドルのペルー
と比較しても，3 倍程度の開きがある。それにも関わらず，高いハードルが予想される中，



































（2） 現職は本学国際教養学部専任講師（2019 年 4 月～）。それに先立ち，2008 年 7 月～2012 年 3 月に OECD 日
本政府代表部専門調査員を務め，国際投資や非加盟国協力の案件に関わり，多くの会合をフォローした経験
を持つ。その後，上武大学ビジネス情報学部（2012 年 4 月～2019 年 3 月）を経て，現職に至る。

































外国企業の進出を，①事業協力契約（BCC），②合弁投資，③ 100% 外国投資の 3 つの形
態と定めたが，多くの途上国が投資を規制する傾向にあった当時においては，外資出資比
率の規制を行わず，極めて開放的な法律だったとされる（石田（2000））。その後，外国投








































































その他業務上の制限，の 4 つの項目から計測され，それぞれで 0～1 の値を取り，それら
を加算・集計した結果が 1 に近ければ近いほど規制が強く，逆に 0 に近ければ近いほど規
制が緩いこととなる。また，2019 年 4 月現在，FDI 制限指数は 11 カ年分（1997 年，2003
年，06 年，10～17 年）のデータを抽出でき，これまで対象範囲の国数が徐々に拡大した
結果，最新の 2017 年分については，OECD に加盟する 36 カ国に加え，非加盟の 32 カ国
の計 68 カ国まで網羅している。その中で，ベトナムの FDI 制限指数は全ての年を網羅し
ており，その時系列推移を表したものが表 1 である。
　まず，最下段の全産業を集計した数値に着目すると，1997 年の FDI 制限指数は 0.668
だったが，その後の投資規制の撤廃が反映され，徐々に数値が低下し，20 年経過した
2017 年には 0.124 まで低下している。産業別に見ると，1997 年から 2017 年にかけて，農
林水産業等の第 1 次産業が 0.720 から 0.061，製造業等の第 2 次産業が 0.576 から 0.022，
サービス業等の第 3 次産業が 0.708 から 0.212 と，いずれも大幅な低下が見られる。そして，
産業間で比較すると，第 3 次産業が FDI に対して最も規制的であることが明確に窺える。
これは，前述したとおり，新投資法でも，投資家に一定の条件を満たした場合にのみ認め
られる条件付き投資分野の中に，第 3 次産業が多く含まれていることからも容易に推察す
ることができる。特に，表 1 により仔細に着目すると，例えば，2017 年の第 3 次産業の









表 1．ベトナムの FDI 制限指数の推移
産業分類＼年 1997 2003 2006 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
第１次産業 0.720 0.404 0.379 0.361 0.361 0.361 0.308 0.308 0.061 0.061 0.061
　農林水産業 0.820 0.448 0.398 0.358 0.358 0.358 0.358 0.358 0.103 0.103 0.103
　　農業 0.820 0.470 0.420 0.343 0.343 0.343 0.343 0.343 0.083 0.083 0.083
　　林業 0.820 0.425 0.375 0.373 0.373 0.373 0.373 0.373 0.123 0.123 0.123
　　漁業 0.620 0.270 0.220 0.208 0.208 0.208 0.208 0.208 0.020 0.020 0.020
　鉱業・採石業 0.620 0.450 0.500 0.520 0.520 0.520 0.308 0.308 0.020 0.020 0.020
第２次産業 0.576 0.286 0.240 0.099 0.099 0.099 0.099 0.099 0.022 0.022 0.022
　製造業 0.620 0.250 0.200 0.107 0.107 0.107 0.107 0.107 0.025 0.025 0.025
　　食品・その他 0.620 0.125 0.075 0.105 0.105 0.105 0.105 0.105 0.045 0.045 0.045
　　石油精製・化学 0.620 0.435 0.385 0.108 0.108 0.108 0.108 0.108 0.020 0.020 0.020
　　金属・機械・その他鉱物 0.620 0.238 0.188 0.108 0.108 0.108 0.108 0.108 0.020 0.020 0.020
　　電気・電子部品 0.620 0.109 0.059 0.108 0.108 0.108 0.108 0.108 0.020 0.020 0.020
　　輸送用機器 0.620 0.345 0.295 0.108 0.108 0.108 0.108 0.108 0.020 0.020 0.020
　　電力 0.310 0.250 0.225 0.054 0.054 0.054 0.054 0.054 0.010 0.010 0.010
　　　発電 0.620 0.500 0.450 0.108 0.108 0.108 0.108 0.108 0.020 0.020 0.020
　　　送電 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
　建設業 0.620 0.500 0.450 0.108 0.108 0.108 0.108 0.108 0.020 0.020 0.020
第３次産業 0.708 0.536 0.446 0.409 0.409 0.397 0.394 0.394 0.212 0.212 0.212
　流通 0.620 0.400 0.250 0.358 0.358 0.358 0.355 0.355 0.105 0.105 0.105
　　卸売 0.620 0.500 0.250 0.320 0.320 0.320 0.320 0.320 0.070 0.070 0.070
　　小売 0.620 0.300 0.250 0.395 0.395 0.395 0.390 0.390 0.140 0.140 0.140
　運輸 0.870 0.800 0.750 0.676 0.676 0.668 0.668 0.664 0.480 0.480 0.480
　　陸運 0.870 0.800 0.750 0.614 0.614 0.614 0.614 0.601 0.351 0.351 0.351
　　海運 0.870 0.800 0.750 0.645 0.645 0.620 0.620 0.620 0.570 0.570 0.570
　　空運 0.870 0.800 0.750 0.770 0.770 0.770 0.770 0.770 0.520 0.520 0.520
　ホテル・レストラン 0.620 0.338 0.288 0.108 0.108 0.108 0.108 0.108 0.058 0.058 0.058
　メディア 0.620 0.550 0.500 0.520 0.520 0.520 0.520 0.520 0.408 0.408 0.408
　　ラジオ・テレビ放送 0.620 0.550 0.500 0.520 0.520 0.520 0.520 0.520 0.345 0.345 0.345
　　その他メディア 0.620 0.550 0.500 0.520 0.520 0.520 0.520 0.520 0.470 0.470 0.470
　通信 0.620 0.550 0.500 0.633 0.633 0.633 0.633 0.633 0.583 0.583 0.583
　　固定電話 0.620 0.550 0.500 0.633 0.633 0.633 0.633 0.633 0.583 0.583 0.583
　　携帯電話 0.620 0.550 0.500 0.633 0.633 0.633 0.633 0.633 0.583 0.583 0.583
　金融サービス 0.787 0.600 0.467 0.363 0.363 0.320 0.312 0.312 0.103 0.103 0.103
　　銀行 0.870 0.800 0.500 0.320 0.320 0.320 0.320 0.320 0.270 0.270 0.270
　　保険 0.620 0.500 0.450 0.333 0.333 0.333 0.308 0.308 0.020 0.020 0.020
　　その他金融 0.870 0.500 0.450 0.437 0.437 0.308 0.308 0.308 0.020 0.020 0.020
　ビジネスサービス 0.589 0.328 0.294 0.114 0.114 0.120 0.120 0.120 0.051 0.051 0.051
　　法律 0.495 0.163 0.175 0.133 0.133 0.133 0.133 0.133 0.083 0.083 0.083
　　会計・監査 0.620 0.550 0.500 0.108 0.108 0.133 0.133 0.133 0.083 0.083 0.083
　　建築 0.620 0.300 0.250 0.108 0.108 0.108 0.108 0.108 0.020 0.020 0.020
　　技術 0.620 0.300 0.250 0.108 0.108 0.108 0.108 0.108 0.020 0.020 0.020
　不動産投資 0.870 0.725 0.675 0.645 0.645 0.645 0.645 0.645 0.237 0.237 0.237
全産業集計 0.668 0.432 0.368 0.302 0.302 0.296 0.285 0.285 0.124 0.124 0.124
出所：OECD.Stat より筆者作成
―140―
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表 2．OECD 加盟国・非加盟国の FDI 制限指数（2017 年）
OECD 加盟国
（36 カ国）
第１次産業 第２次産業 第３次産業 全産業
OECD 非加盟国
（32 カ国）
第１次産業 第２次産業 第３次産業 全産業
オーストラリア 0.141 0.096 0.181 0.147 アルバニア 0.160 0.020 0.027 0.049
オーストリア 0.150 0.143 0.066 0.106 アルゼンチン 0.038 0.000 0.049 0.031
ベルギー 0.035 0.023 0.052 0.040
ボスニア・
ヘルツェゴビナ
0.010 0.020 0.041 0.029
カナダ 0.190 0.095 0.194 0.162 ブラジル 0.138 0.025 0.118 0.092
チリ 0.150 0.000 0.060 0.057 カンボジア 0.043 0.019 0.081 0.054
チェコ 0.025 0.000 0.012 0.010 中国 0.375 0.161 0.394 0.316
デンマーク 0.056 0.000 0.045 0.033 コロンビア 0.038 0.007 0.034 0.026
エストニア 0.023 0.000 0.028 0.018 コスタリカ 0.104 0.024 0.043 0.048
フィンランド 0.015 0.020 0.019 0.019 エジプト 0.038 0.079 0.069 0.066
フランス 0.155 0.000 0.033 0.045 マケドニア 0.080 0.009 0.010 0.022
ドイツ 0.069 0.000 0.022 0.023 インド 0.213 0.041 0.321 0.212
ギリシャ 0.079 0.000 0.035 0.032 インドネシア 0.457 0.092 0.409 0.317
ハンガリー 0.000 0.000 0.057 0.029 ヨルダン 0.110 0.116 0.371 0.243
アイスランド 0.241 0.176 0.133 0.167 カザフスタン 0.215 0.040 0.120 0.112
アイルランド 0.135 0.000 0.037 0.043 コソボ 0.000 0.000 0.001 0.001
イスラエル 0.060 0.127 0.134 0.118 キルギス 0.055 0.035 0.127 0.084
イタリア 0.130 0.000 0.057 0.052 ラオス 0.153 0.147 0.231 0.190
日本 0.069 0.005 0.077 0.052 マレーシア 0.295 0.112 0.327 0.253
韓国 0.250 0.060 0.141 0.135 モンゴル 0.093 0.064 0.070 0.072
ラトビア 0.019 0.005 0.032 0.021 モンテネグロ 0.050 0.000 0.038 0.028
リトアニア 0.030 0.005 0.025 0.019 モロッコ 0.169 0.000 0.072 0.067
ルクセンブルク 0.000 0.000 0.007 0.004 ミャンマー 0.208 0.069 0.235 0.177
メキシコ 0.319 0.102 0.195 0.188 ペルー 0.050 0.050 0.103 0.077
オランダ 0.062 0.000 0.008 0.015 フィリピン 0.644 0.180 0.430 0.390
ニュージーランド 0.315 0.190 0.226 0.231 ルーマニア 0.000 0.000 0.016 0.008
ノルウェー 0.156 0.000 0.113 0.085 ロシア 0.157 0.079 0.256 0.182
ポーランド 0.050 0.000 0.125 0.072 サウジアラビア 0.606 0.212 0.384 0.369
ポルトガル 0.006 0.000 0.012 0.007 セルビア 0.035 0.020 0.058 0.042
スロバキア 0.000 0.000 0.098 0.049 南アフリカ 0.010 0.010 0.101 0.055
スロベニア 0.000 0.000 0.015 0.007 チュニジア 0.163 0.056 0.247 0.171
スペイン 0.011 0.000 0.038 0.021 ウクライナ 0.130 0.077 0.151 0.124
スウェーデン 0.138 0.000 0.068 0.059 ベトナム 0.061 0.022 0.212 0.124
スイス 0.000 0.071 0.120 0.083 OECD 加盟国平均 0.095 0.032 0.075 0.065
トルコ 0.013 0.000 0.114 0.059 OECD 非加盟国平均 0.153 0.056 0.161 0.126
英国 0.138 0.000 0.029 0.040 TPP 加盟国平均 0.177 0.075 0.175 0.143





　ここで，2017 年の OECD 加盟国と非加盟国の FDI 制限指数を第 1～3 次産業別及び全











投資自由化の余地が大きいと解釈できる。しかしながら，第 3 次産業の FDI 制限指数も











られるかを考察したい。図 1 は，ドイモイを開始させた 1986 年から 2017 年までの 31 年
間の FDI 残高（折れ線グラフ）の推移を表したものである。これによれば，1986 年は
4079 万ドル（約 44 億円）程度だったが，2017 年には 1294 億 9129 万ドル（約 14 兆円）
を記録し，31 年間で実に約 3174 倍も増加した。また，図 1 には，棒グラフのとおり，
FDI 残高の対 GDP 比率（以下，FDI 残高比率）の推移も併せて示されているが，1986 年
はわずか 0.2% だったが，2017 年には 73.9% にまで増加した。投資自由化が着実に進むと
ともに，その環境も劇的に改善し，FDI が継続的に流入し，外資企業が浸透していった
ことが窺える。
　さらに，ベトナムも含め，前掲のアジア途上国（10 カ国）における 2017 年の FDI 制
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　図 2 のとおり，FDI に対してより規制的にも関わらず，それが国内経済に浸透するよ
うな④に該当する国はない。一方，①は中国，インド，インドネシア，マレーシア，フィ
リピンの 5 カ国となり，これらは，経済規模がある程度大きい，あるいは FDI に対して
より規制的で，国内依存度の高いという状況を見出せる。②はここではミャンマーのみが
図 1．1986～2017 年のベトナムの FDI 残高（左軸）と FDI 残高比率（右軸）の推移
出所：UNCTADSTAT より筆者作成
図 2．2017 年のアジア途上国の FDI 制限指数と FDI 残高比率






ベトナムがこれに相当する。この点を詳細に見ると，2017 年のベトナムの FDI 制限指数
は 0.124，FDI 残高比率が 74.0% であり，FDI 制限指数が抽出可能な開始年の 1997 年の






これら 2 カ国の国内の経済規模を表す実質 GDP（2017 年）を見ると，カンボジアが 182
億 170 万ドル，モンゴルが 124 億 4310 万ドルであり，1752 億 8400 万ドルのベトナムと
比べると，それぞれ 10.3%，7.1% に過ぎず，明らかに経済的には「小国」であるため，あ































た ASEAN はもちろんであるが，特にそれが目立ったのが 2000 年代以降に参入した







い。また，サービス貿易に関する一般協定（GATS）では，第 1 条 2 項でサービス貿易の
提供を 4 つの形態（モード）に分類し，その中の第 3 モード（商業拠点の越境によるサー






　2006 年 11 月に行われた WTO 一般理事会でベトナムの加盟が承認され，同国内の批准




つ，2009 年 1 月から 100% 外資企業の設立を承認するとした（経済産業省（2008））。また，
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ナムは TPP を，WTO よりも高度かつ広範な義務を伴い，将来の FTA のモデル構築を
狙う「新世代の FTA」と位置付け，オーストラリア，ブルネイ，チリ，ニュージーランド，




























トナムの場合は約 10.3% と推計され，例えば，日本の 1.1% やメキシコの 5.6% と比しても
かなり大きく，一定程度の経済的効果は期待できる（Kawasaki（2017））。
（15） ベトナムが TPP に参加できたのは一党独裁であるが故，経済政策の意思決定が迅速だったという点につい











化させた時期が，各国との FTA や EPA の締結はもとより，同国が TPP への交渉参加に
至り，特に投資の自由化を一層進展させたとされる時期と概ね重なっており，それは単な
る偶然ではないと見ている。




た。そこで，2007 年の OECD 閣僚理事会において，ブラジル，中国，インド，インドネ
シア，南アフリカの 5 カ国が「キーパートナ （ーKeyPartners）」と定められたのと同時に，












































ニシアティブとして，2013 年の OECD 閣僚理事会にて，東南アジア地域プログラム
（SEARP：SoutheastAsiaRegionalProgramme）の設置が合意され，翌年の正式発足に































ASEAN 諸国が OECD に関与するようになった。ただ，ベトナムの状況に着目すると，
他国と比して，それらが決して多いとは言えない。その中身を見ても，「メンバー」（17）と






















案されたのを受け，2015 年にはその改訂も合意された（18）。そして，表 5 のとおり，2019
年 4 月時点で，21 カ国の非加盟国において，各政府が PFI を受け入れ，投資環境改善と
（16） 東南アジア地域プログラムの詳細は藤田（2018）で述べられている。
（17） OECD 非加盟国はあらゆる委員会・作業部会への参加を通じて，OECD に関与することができるが，その度



















中でも，OECD との関係をより重視していると見られる。1 回目は，PFI が策定された後
に最初に行われたパイロット事業として2007～08 年に行われ，2009 年に公開に至った。
一方，2 回目は，ASEAN と OECD の関係強化がさらに進んだ 2016～17 年に行われ，
2018 年に公開された。実は，この事実だけでも，特筆するに相応しい点がいくつかある。








表 5．PFI を活用した OECD 投資政策レビュー実施国（2019 年 4 月時点）
実施国 地域 公開年 実施国 地域 公開年
ボツワナ 中東アフリカ 2014 年 モロッコ 中東アフリカ 2010 年
カンボジア アジア太平洋 2018 年 モザンビーク 中東アフリカ 2013 年
コロンビア 中南米 2012 年 ミャンマー アジア太平洋 2014 年
コスタリカ 中南米 2013 年 ナイジェリア 中東アフリカ 2015 年
インド アジア太平洋 2009 年 フィリピン アジア太平洋 2016 年
インドネシア アジア太平洋 2010 年 タンザニア 中東アフリカ 2013 年





2017 年 2016 年
ラオス アジア太平洋 2017 年
ベトナム アジア太平洋
2009 年
マレーシア アジア太平洋 2013 年 2018 年
モーリシャス 中東アフリカ 2014 年 ザンビア 中東アフリカ 2012 年
出所：OECD ウェブサイトより筆者作成
（19） PFI で網羅する政策分野のチェックリストは OECD（2015）に記載されている。
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易協定（AANZFTA）の交渉が 2005 年に開始され，2008 年に妥結，翌年に署名に至った。
日本の場合も，ベトナムとの EPA の交渉が 2007 年に開始し，2008 年に大筋合意され，
同年内には署名に至ったとおり，いずれも 1 回目のレビュー実施時期と概ね重なっている。
一方，2 回目のレビューは AANZFTA の経済協力支援プログラムの枠組みで実施された。




TPP 交渉を通じて，高度な自由化を受諾できたことにより，先進諸国である OECD 諸国
と協議することに対して，さらなる自信を持ち，2 回目の投資政策レビュー実施への意欲
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BEPS プロジェクトと行動計画 13 の移転価格文書化
 江波戸　順　史
はじめに
　租税回避の深刻化を受けて，2012 年以来，OECD は BEPS（BasicErosionandProfit
Shifting）プロジェクトを進めている。OECD の推計によれば，租税回避により年間 1,000
億ドルから 2,400 億ドル（世界全体の法人税収の 4％から 10％）の税収が失われている。
この状況を改善すべく BEPS プロジェクトは 15 の行動計画に基づき実施されており，移
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BEPS プロジェクトが発足した。さらに，2013 年に BEPS 行動計画が公表され，2014 年
の中間報告をへて，2015 年に BEPS 最終報告書が公表されたことで，BEPS プロジェク
トの枠組みが完成した。
　BEPS プロジェクトに関して注目すべきは，第 1 に G20 の要請から始まっている点であ



















　また，行動計画 7（PE 認定の人為的回避の防止）では PE 認定の人為的な回避に対処











（2） 経団連資料（2016）p.15 では , 新興国などが BEPS プロジェクトに参加する理由を「BEPS 問題に対処する
なかで , 自国の課税権を維持・拡大できると考えたからこそ，検討に加わった」と分析されている。
（3） BEPS 行動計画に関しては OECD（2013）を参照。
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　表 1 に示されるように，BEPS 行動計画は，性質に応じて 4 つのカテゴリーに分けられ
る。それは，すべての OECD／G20 加盟国が一貫した実施を求められる「ミニマム・ス





行動計画 5，6，13，14 が分類される。既存のスタンダードの改正には，行動計画 7 と行
動計画 8 から 10 が含まれる。共通アプローチには，行動計画 2，4 が分類される。そして，











は行動計画 2，3，4，5，実体性には行動計画 6，7，及び行動計画 8—10 が分類され，透明




































































































































（13）諸外国の税制改正に関しては，経済産業省（2016）pp.182—323 及び EY 税理士法人（2017）pp.214—313 を参照。
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行動計画 13 の移転価格文書化は三層構造，③国によって必要な情報が異なる可能性の 3
点があげられる。


















［6］横山直子（2008）「納税協力費と納税意識」『経済学論究』第 62 巻第 1 号。
［7］OECD（2013）,Action Plan on Base Erosion and Profit Shifting,OECDPublishing,
Paris.
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OECDPublishing,Paris.
 （2019.5.20 受稿，2019.7.9 受理）
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江波戸順史：BEPS プロジェクトと行動計画 13 の移転価格文書化
〔抄　録〕
　本稿では，BEPS プロジェクトが世界的に展開される中，行動計画 13 の移転価格文書
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